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日本水道協会 

第 104 回総会議事録 
 

[令和６年６月27日 13時30分 開会] 

 

１．開会式 

 

(1) 開会のことば 

○司 会(加藤経理課長) 

  定刻となりましたので、ただ今から、公益社団法人日本水道協会第 104 回総会を開会い

たします。 

  はじめに、日本水道協会理事長の青木よりご挨拶を申し上げます。 

 

(2) 開会挨拶 

〇日本水道協会理事長（青木 秀幸） 

日本水道協会理事長の青木でございます。 

日本水道協会第 104 回総会の開会に当たりまして、一言ご挨拶申し上げます。 

まず、1月に発生した令和 6年能登半島地震により被災されました方々に、心より、

お見舞いを申し上げる次第です。また、本日はご多忙の中、国土交通省、総務省をはじ

め、多くの来賓の方々、並びに、多数の会員の皆様のご出席のもと、盛大に総会が開催

できますこと、心より御礼申し上げます。このたびの令和 6年能登半島地震においては

応急復旧の進捗に伴いまして、私どもも日本水道協会の救援本部を５月末で解散させて

いただいたところです。改めて応急給水や応急復旧にご尽力を賜りました全国の水道事

業者の皆様に、心より感謝を申し上げる次第です。ありがとうございました。日本水道

協会は被災地の１日も早い復旧復興に協力すべく、引き続き、被災地方支部長である中

部地方支部と情報連携を図るとともに、適宜、他の地方支部及び国等の関係機関と連絡

調整を行って参りたいと思っております。 

また、このたびの応急・応援活動におきましては、被災県支部及び地方支部長へアン

ケートの実施をさせていただいており、ご意見を踏まえながら、必要に応じて、「地震

等緊急時対応の手引き」の改訂や国への要望活動に反映をして参りたいと思っておりま

す。 

さて、本年４月、水道行政が国土交通省及び環境省へ移管され、強靱で持続可能な上

下水道の実現に向けた新しい体制がスタートしたところです。本協会では、行政移管と

今回の地震で水道への関心が高まっているいまこそ、皆様のお力をいただきながら、国
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に対し、水道事業の現状をこれまで以上に強く訴え、耐震化の加速などにつなげて参り

たいと思っております。日本の水道はご案内のとおり人口減少に伴う料金収入の減少

や、老朽施設の更新や耐震化、人材の確保など、さまざまな課題が山積しております。   

これらの課題解決のためには、水道事業者の皆様の努力はもとより、国や水道使用者

などの理解・支援が必要不可欠です。 

一般に、事業運営に欠かせない要素として、ヒト、モノ、カネ、情報と言われます

が、水道事業におきましても水道を当たり前に享受できる環境である今、その大切さに

気づきにくい状況にございます。 

こうした中、国民の水道への理解がヒトにあたる人材確保や、モノにあたる老朽施設

の更新や耐震化、まさしくカネにあたる料金の値上げや予算の確保など、水道をとりま

くあらゆる課題解決に直結するものと考えております。 

このため、本協会自らも、直接水道の使用者に情報をお届けするため、ホームページ

や Xなどによる情報発信の強化に取り組んでいるところでございます。 

さらに、本年度の全国会議におきましては、国民の水道への理解をより深めていただ

くため、日本水道工業団体連合会と共同で、開催地であります神戸市の皆様のご協力の

もと、水道 PR ブースを初めて出展させていただくことにいたしました。このブースで

は、小学 4年生をはじめ、幅広い世代の方々に展示・実験などを通じ、楽しみながら水

道を学んでいただける企画を実施するとともに、工業高校や高専生、工業系の学生には

職業選択として水道を考えていただけるような取組みもあわせて行いたいと思っており

ます。 

水道関係の皆様におかれましては、各々の立場で水道の重要性を国民へ積極的に発信

をしていただき、水道界一丸となり、活動をしていけるようご協力をお願い申し上げる

次第であります。 

さて、本日の総会では、議案２件をお諮りするほか、２件の報告をいたします。さら

に、総会終了後には、「水道事業の今後の展望 水道整備・管理行政の移管を踏まえ

て」と題しまして、国土交通省の松原上下水道審議官に特別講演を行っていただくこと

としております。 

結びに、水道界の今後益々の発展と、本日ご参会の皆様の一層のご活躍とご健勝をお

祈り申し上げ、挨拶とさせていただきます。 

本日は、どうぞ宜しくお願いいたします。 

 

(3) 来賓祝辞 

○司 会（加藤経理課長) 

  続きまして、ご来賓の方々よりご祝辞を頂戴したいと存じます。 
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  はじめに、国土交通省 上下水道審議官 にお願いいたします。 

 

○国土交通省上下水道審議官（松原 誠氏) 

ご紹介をいただきました、国土交通省上下水道審議官を務めております松原と申します。

本日、公益社団法人日本水道協会第 104 回総会がこのように盛大に開催されますこと、 

心からお慶び申し上げます。皆様におかれましては、水道事業の運営を通じまして、我が

国の水道の普及・発展、生活環境の改善に大きく貢献されてこられました、これまでのご

尽力に対しまして、心から敬意を表したいと思います。 

ご案内の通り、水道行政移管に伴い、本年４月より、国土交通省において、水質基準関

係を除く水道行政を担当させていただいております。移管に際しましては、皆様方様々な

ご心配をいただいたところかと思いますが、皆様方のご支援もございまして、組織や予算

につきまして厚生労働省からしっかりと国交省に引き継がれている状況でございます。 

移管の趣旨を踏まえまして、水道の機能強化が図られるよう、国交省の知見や現場力、

技術力をフルに活用し、対応して参りたいと思っております。 

  皆様方におかれましても、引き続きのご支援・ご協力をお願いいたします。 

  さて、元日に発生いたしました能登半島地震への対応、それから、その教訓をふまえま

して、水道の強靱化が目下の最重要課題でございます。水道協会の相互支援の枠組みのも

と、全国の事業体、管工事会社の皆様などから、応急給水や施設復旧のご支援をいただき

ました。改めまして、感謝を申し上げたいと思います。 

おかげさまをもちまして、5月末までに、輪島市や珠洲市の一部の地区を除いて水道本

管の復旧が完了いたしましたところでございます。現在、残る地区への対応と、宅内の配

管の修繕に向けて取り組んでいるところでございます。 

 今回の地震は発災当初より、上下水道一体をキーワードといたしまして、災害対応に取

り組んで参りました。国土交通省としては、水道の復旧支援、これが初めての取組みでご

ざいましたけども、上下一体での復旧優先順位付けですとか、応急給水の総合調整などに

つきましては、皆様方からも一定の評価がいただけるのではないかという風に考えてござ

います。 

国交省では今回の災害対応を振り返り、今後の地震対策や復旧活動に生かしていくため

に、上下水道地震対策検討委員会を設置いたしまして、議論を行っております。5月末に

中間とりまとめを公表しておりますが、その中では上下水道システムの急所となる施設の

耐震化ですとか、避難所など重要施設に係る上下水道管路の一体での耐震化といった内容

を盛り込んでおります。我々この内容をベースといたしまして、令和７年度の予算要求、

国土強靱化の実施、中期計画の策定につなげていくとともに、水道事業の予算の増額確保

を目指して参りたいと思います。 
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  また、人口減少に伴う経営環境の悪化や担い手不足、施設老朽化の進行という大きな課

題を乗り越え、水道事業を次世代に確実に引き継いでいく必要がございます。 

皆様におかれましては、水道事業の現状に対する健全な危機感を共有いただき、これま

での延長線上にない大胆な取り組み、例えば事業統合や経営統合など、広域連携の強力な

推進や、ウォーターPPP など新たな官民連携方式の採用など積極的にチャレンジをいただ

きたいと思っております。国土交通省といたしましては、このような取組みをしっかりと

支援して参りたいと考えております。 

 結びにあたり、日本水道協会のますますのご発展、それから本日ご出席の皆様方のご健

勝・ご活躍を心から祈念し、私の挨拶とさせていただきます。 

本日は誠におめでとうござます。 

○司 会（加藤経理課長) 

  ありがとうございました。 

国土交通省上下水道審議官松原誠様より、ご祝辞を頂戴いたしました。 

  続きまして、総務省自治財政局長にお願いいたします。 

○総務省自治財政局公営企業経営室長（内村 義和氏) 

私、総務省自治財政局公営企業経営室長の内村と申します。本来でありましたら総務省

自治財政局長の大沢がこちらの方で祝辞を述べるべきところ、公務により出席が叶いませ

んでしたので、祝辞を預かっておりますので、代読させていただきます。 

本日ここに公益社団法人日本水道協会第 104 回総会が開催されるにあたり、一言、お祝

いを申し上げます。 

はじめに水道事業の発展のため、日夜ご尽力いただいている皆様方に対し、深く敬意を

表し、感謝を申し上げます。また、このたびの令和６年能登半島地震による、被災地域で

の応急給水や応急復旧にご対応いただきましたことに改めて感謝を申し上げます。総務省

としましても、上下水道の災害復旧にかかる地方財政措置の拡充をはじめとする、様々な

支援に取り組んでおりますが、一日も早い復旧復興のため、引き続き、全力を挙げて支援

を行って参ります。 

水道は国民生活に必要不可欠なライフラインとして、地域住民の生命と暮らしを守ると

いう極めて重要な役割を担っております。しかし今後、水道事業を取り巻く経営環境は人

口減少に伴う料金収入の減少や管路の老朽化に伴う更新投資の増大などにより、厳しさを

増していくことが見込まれます。また、このたびの地震のような災害がいつどこで発生す

るかわからないことから、発生した場合に備え、管路の耐震化などの防災・震災対策にも

今後さらに注力していかなければなりません。 

こうした中、貴協会におかれましては、水道の経営や水道技術に関する諸問題について

調査研究を行うことにより、水道事業者の抱える問題解決につなげるなど、日々安全で良
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質な水の安定供給のためにご尽力をいただいている水道事業者の大きな支えになってお

られることに改めて敬意を表します。 

総務省においては、水道事業の持続的な経営確保のため、経営戦略の改定や水道事業の

広域化などを推進しており、そのための財政支援や各事業の抱える課題解決のためのアド

バイザーの派遣などの支援を行っております。 

また、様々なところで GX 実現にむけて脱炭素化の取組みが求められている中、水道事

業における取組みも大変重要となっております。そのため、総務省では令和５年度から水

道事業における脱炭素化を推進するため、地方財政措置を講じているところでございます。

皆様方におかれましては、引き続き、経営改革や地域脱炭素化に取り組んでいただき、今

後とも安全で良質な水の安定供給を通じて地域住民の福祉の向上に一層のご尽力を賜り

ますようお願いを申し上げます。 

  結びに、皆様方が事業の継続のため、日々経営基盤の強化に取り組んでいただいている

ことに改めて感謝を申し上げますとともに、公益社団法人日本水道協会のさらなるご発展

と、本日ご来席の皆様方にますますのご活躍を祈念しまして私の祝辞とさせていただきま

す。 

令和６年６月 27 日総務省自治財政局長 大沢 博 

代読、内村義和。本日はおめでとうございます。 

 

(4) 来賓紹介 

○司 会（加藤経理課長)  

  ありがとうございました。 

総務省自治財政局長のご祝辞を、 

同局公営企業経営室長の内村義和様にご代読いただきました。 

  続きまして、ただ今、ご挨拶いただきました方々以外で、本日ご臨席の来賓をご紹介申

し上げます。 

  なお、誠に恐縮ではございますが、代表者の方のみのご紹介とさせていただきます。 

 国土交通省大臣官房審議官         松原 英憲様 

全国簡易水道協議会事務局長        小平 鉄雄様 

 一般社団法人日本工業用水協会専務理事   高田 浩幸様 

 公益財団法人水道技術研究センター理事長  安藤  茂様 

 公益財団法人給水工事技術振興財団理事長  岡澤 和好様 

 一般社団法人日本水道工業団体連合会会長  北尾 裕一様 

 全日本水道労働組合中央執行委員長     古矢 武士様  
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全日本自治団体労働組合総合組織局公営企業評議会局長 

    福永 浩二様 

 株式会社日本水道新聞社代表取締役社長   磯部 光徳様 

 株式会社水道産業新聞社代表取締役社長   福島 真明様 

 次に、日本水道協会関係の方々をご紹介いたします。 

 名誉会員の                田中 文次様 

 同じく、                 川北 和德様 

  続きまして、顧問の            尾﨑  勝様 

 同じく                  吉田  永様 

続きまして、理事長の青木 秀幸でございます。 

○司 会（加藤経理課長) 

以上、ご来賓の方々をご紹介させていただきました。 

 

(5) 石川県支部（金沢市）挨拶 

○司 会（加藤経理課長) 

ここで、本日、本年元旦に発生した令和６年能登半島地震において、特に被害の大きか

った石川県支部の金沢市公営企業管理者 松田様より、皆さまへのお礼のご挨拶の申し出

がございましたのでご登壇いただきたく存じます。 

それでは 松田様よろしくお願いいたします。 

○金沢市公営企業管理者（松田 滋人氏) 

  元日の１月１日に能登半島地震が発生いたしました。その際に国土交通省、厚生労働省、

総務省をはじめとする国の皆様方、日本水道協会の皆様、全国の水道事業者の皆様、同じ

く全国の企業や団体の皆様方が駆けつけてくださって、応急給水活動と応急復旧活動にあ

たっていただきました。おかげさまで現在、輪島市を除く自治体につきましては応急復旧

活動が終わって本復旧にあたっております。これまで皆様方から賜りました、多大なるご

支援に対しまして、被災地を代表しまして、私からお礼を申し上げたいと思います。本当

にありがとうございました。 

○司 会（加藤経理課長) 

  松田公営企業管理者ありがとうございました。 

以上をもちまして、開会式を終了いたします。 

  ご来賓の方々は、会場にお席をご用意しておりますのでご降壇下さい。 

 

 

２．議事 
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○司 会（加藤経理課長) 

  これより、会議に入ります。 

  会議の議長は、日本水道協会定款第 21 条の定めによりまして、理事長が務めることと

なっております。青木理事長、よろしくお願いいたします。 

 

(1) 議長挨拶 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  それでは、定款の定めにより、本総会の議長を務めさせていただきます。 

  会議の運営については、皆様方のご協力を得ながら、円滑に進めてまいりたいと存じま

すので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

はじめに、本総会の出席正会員数について、事務局から報告をお願いします。 

○事務局（千秋総務部長) 

  本日の出席正会員数は 111 会員。 

  この他、委任状の提出により、出席とみなされる正会員数は、997 会員。 

  以上を合計しますと、正会員の出席は 1,108 会員となります。 

  したがって、議決権を有する総正会員数 1,324 会員に対し、定款第 22 条に定める、総

会会議定数の３分の１を満たしておりますので、総会は成立しましたことを報告します。 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  次に、本総会の議事録署名人ですが、議長及び出席した理事のうち２名と定款に定めら

れていますので、私より２名の理事を指名させていただきます。 

  本日ご出席の横浜市水道事業管理者の山岡 秀一様、並びに豊中市上下水道事業管理者

の吉田 久芳様にお願いしたいと存じます。どうぞよろしくお願いします。 

 

(2) 第１号議案 公益社団法人日本水道協会役員の選任について 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  それでは、会議に移ります。 

はじめに、第１号議案「公益社団法人日本水道協会役員の選任」について、上程します。 

審議の方法については、事務局が選任する役員のお名前を１名ずつ読み上げますので、

ご意見がある場合は、その都度、挙手の上、ご発言をお願いします。 

なお、ご発言の際は、会場のマイクを利用し、正会員にあっては事業体名と氏名、特別

会員にあっては氏名をまた賛助会員にあっては会社名及び氏名を告げてから、ご発言いた

だくよう、お願いします。 

  それでは、事務局から説明をお願いします。 
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○事務局（千秋総務部長) 

総務部長の千秋でございます。 

  第１号議案「役員選任」についてご説明します。 

本協会は、定款第 27 条の定めにより、「理事の定数は、３名以上 20 名以内」とし、

また、定款 28 条の定めにより、「理事及び監事は総会の決議によって選任する」とされ

ています。 

  これまで、本協会の理事の定数は、正会員からは正副会長都市及び地方支部長都市の

管理者 11 名、特別会員及び賛助会員から各１名の合計 13 名で組織しています。 

本日お諮りする「役員の選任」では、本年３月末をもって、理事をお務めいただいて

いた札幌市の佐々木様、仙台市の佐藤様、福岡市の坂本様が退任されたことから、新た

な理事の選任をお諮りするものです。 

議案書１ページをご覧ください。現理事は 10 名です。 

続いて、２ページをご覧ください。お名前の下に下線が引いてある方が新理事候補者

です。 

  それでは、新理事候補者の方のお名前を読み上げさせていただきますので、ご意見が

あれば挙手でご発言をお願いします。 

まず、札幌市水道事業管理者 村瀬 利英様。仙台市水道事業管理者 加藤 邦治

様。福岡市水道事業管理者 下川 祥二様。 

以上です。 

なお、任期については、前任者の残存期間となる令和７年６月に開催する総会終結の

日までとなっております。 

以上で説明を終了します。 

原案のとおりご承認いただきますようお願い申し上げます。 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  ただいまの案件について、特にご異議等無いようでしたので、原案のとおり決定するこ

とといたします。 

 

(3) 第２号議案 令和５年度公益社団法人日本水道協会会計決算の承認について 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

次に、第２号議案「令和５年度公益社団法人日本水道協会会計決算の承認について」を、

上程します。 

  事務局の説明を求めます。 

○事務局（千秋総務部長) 

第２号議案、令和５年度公益社団法人日本水道協会会計決算についてご説明いたしま

す。決算書は議案書の３ページ以降に記載しています。 
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はじめに、事業報告書をご説明します。４ページをご覧下さい。 

まず、会員の移動状況です。令和５年３月末の会員総数は 2,266 会員でしたが、令和

６年３月末には 2,254 会員となり、12 会員の減となりました。 

次に、５ページ以降に記載の各事業についてご説明します。 

まず片括弧１、検査事業は、各品種の検査実績が前年度を下回る結果となりました。

片括弧２、認証事業につきましても、対前年度で登録件数・品質確認数量ともに減少と

なりました。 

  ６ページ下段から記載の片括弧３及び４の審査登録事業では、水道 GLP、水道施設管

理技士資格の認定業務を実施しました。 

  ７ページ下段の片括弧５、出版事業では、水道協会雑誌、水道統計などの定期刊行物

を発刊しました。 

  ８ページの片括弧６、研修事業では参会での開催に加え、オンラインでの研修会も実

施しました。 

９ページの片括弧７、受託事業では、水道事業体、国際協力機構などから、調査業務

などを受託しました。 

次に、９ページから 11 ページにかけて記載の片括弧８、調査研究事業です。全国会議

は東京都において開催しました。運営会議は３回開催し、水道関係予算の要望や会員提

出問題に対して、政府や国会議員への陳情を実施しました。 

10 ページの委員会は、常設調査委員会のほか、水道施設設計指針改訂特別調査委員会

や、水道行政の移管に向けた検討委員会などを開催しました。 

広報活動では、水道週間ポスターなどの各種広報資料を作成しました。また、Xを活

用し、広く国民に対して、水道界に関する情報とともに、能登半島地震における応援活

動についても積極的に発信しました。 

 次に、11 ページの収益事業として、公益目的事業の財源の充実を図ることを目的に、

日本水道会館の一部などを賃貸する、所有不動産の賃貸事業を実施しました。 

 続いて、その他事業として、水道賠償責任保険事業と功績者表彰を実施しました。11

ページ下段に記載の管理部門として、第 102 回総会を６月に、第 103 回総会を 11 月に開

催しました。 

続いて、12 ページの貸借対照表に基づきましてご説明します。 

まず、資産の部でございます。流動資産は現金預金や出版物の在庫となる刊行物など

合計で 30 億 7,932 万円余となり、対前年度で、約 3,700 万円の減となりました。 

なお、現金預金には 58 支部の預金約５億 200 万円が含まれています。固定資産は、退

職給付引当資産などの特定資産と、土地、建物などのその他固定資産を合わせて、82 億

5310 万円余となり、対前年度で約 5,100 万円の減となりました。以上、資産の部の合計
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は 113 億 3243 万円余となり、前年度から約 8,900 万円の減となりました。 

 続いて、負債の部です。 

流動負債は未払金の他、賠責保険料の預り金、認証事業における登録維持料の予納金

など、合計で８億 8,686 万円余となり、対前年度で 3,000 万円の増となりました。次

に、固定負債は退職給付引当金の８億 5,306 万円余となり、対前年度で約 2,900 万円の

増となりました。以上、負債の部の合計は 17 億 3,992 万円余となり、前年度から、約

6,000 万円の増となりました。 

 これらの結果、令和５年度末における正味財産合計は 95 億 9,250 万円余となり、前年

度から、約１億 5,000 万円の減となりました。 

  13 ページの貸借対照表の内訳は、ただいまご説明した貸借対照表について、内閣府所

定の様式により３つの会計に区分して記載したものです。 

 続いて 14 ページの正味財産増減計算書に基づき、収益と費用についてご説明します。 

まず、計上増減の両括弧１、計上収益です。特定資産運用益は、特定資産の預金から

生じる受け取り利息となります。決算額は、1,942 万円余となり、対前年度で約３万円

の増となりました。次に、受取会費入会金は、本部と支部における会費と入会金で、決

算額は４億 9,159 万円余となり、対前年度で約 3,000 万円の増となりました。増加の主

な理由は、支部会費の増加によるものです。コロナ禍では、支部の総会や研修会といっ

た各種行事が中止となったことに伴い、支部会費の減額などを行った支部がありました

が、令和５年度会費の減額などを取りやめたことにより、会費が増加になりました。 

 次に、事業収益です。 

検査事業収益から調査研究事業収益までは本部の事業収益で、受取会議参加費が支部

の開催する研修会の参加費収益となっています。決算額は 20 億 2,546 万円余となりまし

た。検査事業収益では、各品種で検査実績が対前年度で減少したことに伴い、約 5,900

万円の減となりました。出版事業収益では前年度は水道施設耐震工法指針解説の改訂に

よる売り上げがありましたが、令和５年度には新刊発刊などがなかったことにより、前

年度より、約 3,400 万円の減となっています。 

  次に、研修事業収益では、受講者数は前年に比べ増加したことなどにより、約 2,700

万円の増収となっています。調査研究事業収益は、主に全国会議、水道研究発表会の参

加費収益です。前年度より全国会議の参加者が増えたことや、懇親会を４年ぶりに実施

したことに伴い、約 1,700 万円の増収となりました。以上、経常収益の決算額は 27 億

755 万円余となり、前年度に対しまして、1,724 万円余の減収となりました。 

  続いて、両括弧２の経常費用です。 

経常費用の１、事業費は、公益目的事業、収益事業等にかかる費用で、決算額は 26 億

5,258 万円余となり、前年度より、約 2,300 万円の減となりました。 
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  事業費の主な科目についてご説明します。 

役員報酬から福利厚生費までは、大部分が本部の人件費です。会議費には全国会議や

各種委員会、研修会の諸経費、また、支部が開催する協議会や研修会等の諸経費を計上

しています。４年ぶりの全国会議における懇親会の開催、支部における研修会や総会な

ど参集での開催が増えたことに伴う支出の増加がありました。決算額は 4億 2,685 万円

余となり、前年度に対し約 3,700 万円の増となりました。また、旅費交通費も会議費と

同様に各種会議や行事への旅費が増えたことや、令和６年度能登半島地震の現地派遣に

係る旅費により、決算額は対前年度比約 1,000 万円増の、9,409 万円余となっていま

す。 

  続いて 15 ページの修繕費をご覧ください。令和５年度は前年度に実施した外壁修繕な

どの大型修繕工事がなかったことから決算額は対前年度比 5,400 万円減の 511 万円余と

なりました。 

  続いて管理費でございます。管理費は法人の運営管理にかかる費用で、主に総会や理

事会などに要する費用であり、決算額は１億 8,936 万円余となり、前年度より約 2,700

万円の増となりました。 

 役員報酬から福利厚生については、本部の管理部門に係る人件費です。会議費には、

本部支部の総会や役員の諸経費が計上されています。令和５年度は各支部において参集

での支部総会が実施されたことなどにより、決算額が 5,544 万円余となり、対前年度

比、約 2,900 万円増となりました。以上、事業費と管理費を合わせた計上費用の決算額

は 28 億 4,194 万円余となり、対前年度で約 440 万円余の増となりました。 

  ここまでご説明した経常収益と経常費用との差が、当期経常増減額の欄にあるとお

り、マイナス 1億 3,439 万円余となります。今年度は経常外増減の発生はありませんで

した。また、税法上の収益事業にかかる法人税等 1,526 万円余を差し引きすると、一番

下の欄にあるとおり、正味財産期末残高が 95 億 9,250 万円余となります。 

  続いて 16 ページ、正味財産増減計算書内訳表です。 

公益社団法人である本協会は公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第

５条に定められた財務条件を満たす必要があります。こちらの内訳表は財務要件を判定

する基礎数値を算出するため、ただいまご説明した正味財産増減計算書を会計ごとに区

分して記載したものです。財務要件は３つあり、一つ目は公益目的事業会計が赤字また

は収支均衡でなければならない収支相償です。令和５年度決算では、収入が 16 ページの

左から２列目の公益目的事業会計の中段にある経常収益計の約 23 億 1,000 万円で、支出

が 17 ページの２列目の公益目的事業会計の中段の経常費用計の約 25 億 8,000 万円と赤

字となっていることから要件を満たしています。 

  二つ目は、公益目的事業会計の費用が全体の費用に対して 50％以上である公益目的事
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業比率です。同じく 17 ページの中段にある経常費用計の公益目的事業会計が約 25 億

8,000 万円、右端の合計が約 28 億 4,000 万円となっており、公益目的事業比率は 91％と

なっていることから、要件を満たしています。 

  最後に三つ目として、使途の定めがない財産、遊休財産と呼ばれていますが、これが

１年間の公益目的事業費用を超えない、遊休財産の保有制限があります。令和５年度の

本協会の遊休財産額は、約 22 億円となります。保有上限となる、17 ページの公益目的

事業の経常費用計、約 25 億 8,000 万円、これを下回っており、要件を満たしています。

以上のとおり、本年度も３つの要件を満たすことができています。 

 その他の資料として、18 ページの財務諸表に対する注記から 20 ページの財産目録が

あります。以上が内閣府へ提出する財務諸表となります。 

  次に 23 ページをご覧下さい。本協会会計規程に基づく、外部監査人による外部監査報

告書を添付しています。 

  次に 26 ページをご覧ください。こちらは本協会監事による監査報告書を添付していま

す。また、６月５日に開催した令和６年度第１回理事会においても、本決算についてご

承認いただいておりますことを申し添えます。 

 令和５年度決算については、新型コロナウイルス感染拡大の影響も収束し、一部の収

益が例年と同等規模に戻ってきた一方で、検査事業収益が大幅な減収となり、また、令

和６年能登半島地震に係る対応経費として約 1,00 万円の支出があったことなどにより、

その他費用の削減に努めてまいりましたが、約１億 3,00 万円の赤字となりました。こう

した状況の中、赤字の解消又は赤字幅の減少が必要となりますが、経常費用の大幅な削

減は先ほどご説明した公益認定法上の財務要件です、遊休財産の保有制限の保有上限額

が減額され、遊休財産額が保有条件額を超える恐れがあることから、公益認定維持とい

う面では難しい状況にもあります。 

なお、本協会の遊休財産とされております、使途の定めのない現金預金資産は災害対

応など会員水道事業体の不測の事態に備えた緊急時の資金として、本協会が災害時に機

動的な応援活動を実施するために確保しておく必要があるもので、今後も公益活動を着

実に推進しながら、かつ、公益認定法上の財務要件を永続的に満たし、これらを総合的

に勘案して財政運営を図ってまいりたいと考えています。 

以上で会計決算の説明を終わります。何卒ご承認賜りますよう、よろしくお願い申し

上げます。 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  続きまして、監事を代表いたしまして、 土井監事より監査報告をお願いします。 

 

〇監事代表（土井 一成 氏） 
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日本水道協会監事の土井でございます。 

令和５年度の日本水道協会の決算につきまして、増子監事とともに、監査を実施しま

したので、その結果についてご報告します。 

定款第 30 条の規定により、日本水道協会の、令和５年４月１日から令和６年３月３１

日までの、令和５年度における会務執行状況並びに決算書類について、監査を実施しま

した。 

その結果、会務の執行は、法令及び定款にしたがって、誠実に行われています。ま

た、決算書類は適正に作成されており、本協会の収支及び財産の状況を正しく示してい

るものと認めています。 

以上、監査結果についてご報告申し上げました。 

○議 長（日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

 ありがとうございました。それでは、ただ今の監査報告を含めまして、本件について、

ご質問、ご意見等ございましたら、ご発言をお願いいたします。 

[確認] 

特に無いようですので、原案のとおり、承認することといたします。 

 

(4) 報告事項１ 令和６年度公益社団法人日本水道協会会計予算について 

○議 長(日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  続いて、報告事項に移ります。 

報告事項１｢令和６年度 公益社団法人日本水道協会 会計予算について｣、事務局の説明

を求めます。 

○事務局(千秋総務部長) 

報告事項１、令和６年度公益社団法人日本水道協会会計予算について、お手元の資料

の予算書に基づき、ご説明いたします。 

事業計画並びに予算については公益法人認定法の定めにより、事業年度開始日の前日

までに作成し、内閣府に提出することとなっています。そのため、本予算については去

る３月 27 日に開催の理事会において承認いただき、既に内閣府へ提出していることをご

報告申し上げます。 

  それでは、予算書の事業計画書からご説明します。1ページをご覧ください。 

初めに公益目的事業についてご説明します。 

まず、片括弧１、検査事業では水道用資機材の基準適合性を確認する第三者検査機関

として各種規格等に基づき、検査を実施します。また、JIS 製品認証事業では水道用資

機材を主体に日本産業規格への適合性を評価する登録認証機関として JIS 製品認証事業

を実施します。 

－ 79－



- 14 - 

  片括弧２、認証事業では第三者認証機関として給水装置や資機材、薬品を対象に省令

への基準適合に関する認証業務を実施します。 

  ２ページの片括弧３、審査登録事業では水道 GLP の認定として水質検査機関の認定業

務、また、片括弧４、水道施設管理技士資格では、水道関係技術者の技術力を評価し、

認定登録する業務を実施します。 

  片括弧５の出版事業では、水道協会雑誌、水道統計などの定期刊行物の他、水道施設

設計指針の改訂版を発刊します。また、利便性向上などのため、一部の図書については

電子書籍化を進めます。 

３ページの片括弧６の研修事業では、水道に関する技術部門、事務部門の研修会を開

催します。また、国際的見識を持った人材の育成を目的に、水道事業体の職員を対象と

した海外研修を開催します。 

４ページの片括弧７受託事業は国や水道事業体等からの調査業務の受託を見込んでい

ます。 

次に５ページから７ページに記載している片括弧８、調査研究事業です。全国会議を

神戸市で開催し、会員提出問題の討議の他、水道研究発表会を開催します。また、令和

６年度は水道 PR コーナーを設け、水道使用者に向けた展示ブースを設置し、広報活動を

実施します。運営会議では水道に関する重要事項の審議の他、水道関係予算の獲得や会

員提出問題の対応のため、政府や国会議員への陳情を実施します。     

そのほか各種の委員会や協議会の開催、水道に関する広報活動や Xでの情報発信、各

種相談業務及び水道技術の研究などを実施します。 

なお、６ページの両括弧６、特別調査委員会では令和４年度に設置した水道施設設計

指針改訂特別調査委員会において指針改訂に向けた審議検討を引き続き行い、令和６年

度末に改訂版を発刊する見込みです。 

また、両括弧７、広報活動においては水道界の情報発信力を高めることを目的とした

セミナーの開催など、情報発信力の向上・強化に関する事業や水道行政の移管に伴う、

上下水道一体となった広報活動などを実施していく予定です。 

さらに、水道の各種調査研究や研修をより効果的効率的に行うため、地方支部や都府

県支部、地区協議会において地域の実情に応じた支部活動を実施します。 

  続いて７ページから８ページにかけての収益事業及びその他事業です。公益目的事業

の財源の充実を図ることを目的に日本水道会館の一部などを賃貸する所有不動産の賃貸

事業などを実施します。また、会員に対し、水道に起因する事故による損害賠償などの

リスクを低減し、水道経営への安定性確保に資するため、水道賠償責任保険事業を実施

します。 

  ８ページの功績者表彰では、水道の普及に貢献があった方、また、水道界における多
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くの課題に対し、様々な工夫で克服に取り組む正会員などの功績をたたえ、会長表彰を

予定しています。 

続いて、「管理部門」です。 

本協会の会務および会計決算などについて審議いただくため、総会・理事会等を記載

のとおり開催することとしています。 

  次に、「職員計画」として定める職員数は 200 名とし、会計別の職員数は、表のとお

りです。 

  以上が、令和６年度の事業計画です。 

続いて、事業計画に基づく令和６年度予算について、ご説明します。 

９ページの「正味財産増減予算書」をご覧ください。 

こちらは、本部と 58 支部の予算を合算したものです。令和６年度予算は、経常収益が

合計で 28 億 6,984 万円余、経常費用が合計で 32 億 4,772 万円余となり、「当期経常増

減額」は、マイナス 3億 7,788 万円余となります。 

  さらに、「法人税等」を差し引き、「当期一般正味財産増減額」は、マイナス 3億

9,308 万円余となります。この約 3億 9,000 万円の赤字のうち、本部では、会議や研修

会の増加に伴う諸経費の増や法人税等を含めて約 1億 2,000 万円の赤字を見込んでいま

す。 

  なお、この本部の赤字補填財源は、運転資金として本部が保有する流動資産の現金預

金より充てることとなります。また、支部が作成する予算では、前年度からの繰越金約

2億 7,000 万円を収入として計上していますが、内閣府所定の財務諸表では、繰越金は

収益に該当しないため、収益の計上が約 2億 7,000 万円減となっています。 

費用については、繰越金を含んでの計上となっているため、支部の収支差額は約 2億

7,000 万円のマイナスとなっています。 

これまでもこのような予算計上をしており、過去の傾向から、決算では 5,000 万円か

ら 7,000 万円程度の赤字になる見込みです。この支部の赤字補填財源には、支部が保有

する預金のほか、本部が支部に交付している活動資金の約 3,700 万円が充てられること

となります。 

  それでは、収益と費用の主な傾向をご説明します。 

まず、経常収益は、前年度予算から約 4,500 万円の増となります。研修事業収益にお

いて、新型コロナウイルス感染症の影響により減少していた研修会参加者数が令和５年

度から例年並みの人数に戻っていることや研修参加費の見直しにより増加しています。

また、調査研究事業収益でも、全国会議の参加者数をコロナ禍前の参加者数で見込んだ

ことにより増加しています。 

続いて、経常費用です。費用については、ベースアップに伴う人件費の増加、研修会
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参加者増に伴う開催費用の増加や、各種会議を参会で行うための旅費などの増加によ

り、前年度予算に比べ約 1,600 万円の増加を予定しています。 

次に、11 ページの「正味財産増減予算書内訳表」をご覧ください。こちらの内訳表

は、ただいまご説明した「正味財産増減予算書」について、会計ごとに区分したもので

す。 

最後に、13 ページをご覧ください。「資金調達及び設備投資の見込み」を記載したも

ので、資金調達については令和６年度も予定はありません。 

設備投資については、令和６年度には、日本水道会館における空調設備更新など、計

３件の設備投資を予定しています。 

以上で、令和６年度の事業計画並びに予算について、報告を終了します。 

 

○議 長(日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  ただ今の説明について、何かご質問等ございましたら、ご発言をお願いします。 

 特にないようですので、本件を終了とします。 

 

(5) 報告事項２ 令和７年度水道関係予算の陳情について 

○議 長(日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

次に、報告事項２｢令和７年度水道関係予算の陳情について｣、事務局の説明を求めます。 

○事務局(渋谷調査部長) 

調査部長の渋谷でございます。報告事項２ 令和７年度水道関係予算の陳情につい

て、ご説明いたします。 

  本日の第 104 回総会には、全国から多くの正会員の皆様がご出席されるため、 

地元選出の国会議員に対する直接の陳情をお願いしたところです。 

  今回の陳情に使用する資料として「令和７年度水道関係予算について」と題した要望

書と、陳情をサポートするＡ３判見開き資料２枚を用意しましたので、説明します。 

お手元の「報告事項」とある資料の後ろから２枚めくっていただき、右上に報告事項

２と記載している資料について、ご報告します。 

  まず、要望書です。こちらは去る６月５日開催の令和６年度第１回運営会議において

ご承認いただいたもので、今年度は令和６年能登半島地震の甚大な被害に鑑み、耐震化

推進を前面に打ち出した内容としております。 

  具体的な要望内容については、中程の「記」以下に記載していますが、項番１として

水道施設整備事業に対する財政支援措置の拡充を掲げ、特に水道施設耐震化の推進に必

要な予算の増額、水道管路耐震化等推進事業における資本単価要件の撤廃を項目出しし

ています。 
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項番２では、水道事業にかかる起債融資条件等の改善及び一般会計繰出制度の拡充 

を要望することとしています。 

次に、次ページの「水道関係予算に関する重点要望」を説明します。 

内容については、左側に「水道事業を取り巻く現状と課題」として厳しい財政状況、施

設の老朽化・進まない災害対策、その他の課題の三つの事項を掲げ、関連するグラフ、

表を記載しています。 

右側には、能登半島地震における水道施設の被害状況の写真を掲載しており、非耐震

管を中心に壊滅的な被害が発生したことから、水道施設耐震化の促進に必要な予算の増

額、水道管路耐震化等推進事業における資本単価要件の撤廃、などを要望する内容とし

ています。 

さらにもう１枚、次ページに参考資料を用意しています。こちらには地震により管路

が被害を受けた際の応急給水活動、管路の復旧作業の説明と写真を載せ、事前に耐震化

した方が住民生活への影響や国・事業体の財政負担を軽減できる旨、記載しています。 

これら２枚の資料はカラー刷りで A3 見開き版として、本日の要望書と一緒に封筒に入

っていますので、本日の陳情の際にご活用いただければと存じます。 

最後になりますが、本日は 187 名の国会議員の先生方への陳情が予定されています。 

皆様による地元選出国会議員への陳情は、強力かつ効果的ですので、本日は是非と

も、宜しくお願いいたします。 

説明は以上です。 

○議 長(日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

  ただ今の説明について、何かご質問等ございましたら、ご発言をお願いします。 

特にないようですので、本件を終了とします。 

  

－ 83－



- 18 - 

(6) 議長退任挨拶 

○議 長(日本水道協会理事長 青木 秀幸) 

以上をもちまして、第 104 回総会の議事はすべて終了いたしました。 

  本日の議事運営にあたり、皆様のご協力により円滑に進めることができました。ありが

とうございました。 

本日は、この後、国土交通省の松原(まつばら)上下水道審議官より、「水道事業の今後

の展望 水道整備・管理行政の移管を踏まえて」をテーマに、ご講演をいただくことにな

っています。 

また、講演終了後は、来年度政府予算の獲得に向けて、参加正会員による陳情活動を予

定しています。 

 本日、ご参会の皆様におかれましては、引き続き、積極的なご参画をお願いするととも

に、本協会の諸活動について、一層のご理解・ご協力をお願い申し上げ、議長退任の挨拶

とさせていただきます。 

どうも、ありがとうございました。 

○司 会(加藤経理課長) 

  これより、休憩に入ります。 

  15 時より、特別講演を本会場にて開催しますので、午後２時 55 分までにご着席くださ

いますようお願いします。 

 なお、理事会に出席される理事・監事の皆様は、３階理事会会場までご案内いたします。

恐れ入りますが、会場を後方から出て、正面の受付付近にお集まりください。 

 

［休憩］ 

 

○司 会(加藤経理課長) 

まもなく特別講演を開催しますので、皆さまご着席くださいますようお願いします。 

 

○司 会(加藤経理課長) 

  それでは、ただ今より、特別講演をはじめます。 

  本日は、公務ご多忙の中、国土交通省上下水道審議官の松原 誠様にお越しいただき、

「水道事業の今後の展望 水道整備・管理行政の移管を踏まえて」をテーマに、ご講演い

ただきます。 

  それでは早速ではございますが、松原様よろしくお願いいたします。 

 

[講演] 

 

－ 84－



- 19 - 

○司 会(加藤経理課長) 

  松原様ありがとうございました。 

   以上で特別講演を終了といたします。 

  松原様のご降壇にあたり、いま一度、大きな拍手をお願いします。 

○司 会(加藤経理課長) 

 以上で、本日の会議日程は終了となります。 

ここで、これからの予定についてご連絡いたします。 

   総会の報告事項２でご報告したとおり、陳情活動にご参加いただく正会員の皆様は、議

員会館等への陳情をお願いします。 

  陳情書については、会場外にて配付していますので、まだお受け取りでない方は、配付

所にて各自お受け取りください。 

  連絡事項は以上です。皆様お忘れ物のないよう、お気を付けてお帰りください。 

本日は、ありがとうございました。 

午後３時 40 分 終了 
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３．特別講演 

 

時 間  午後３時00分～午後３時40分 

テーマ  水道事業の今後の展望 ～水道整備・管理行政の移管を踏まえて～ 

講 師  国土交通省上下水道審議官  松原 誠 氏 

 

 

４．陳情活動 

 

時 間  午後４時00分～午後５時30分 

場 所  国会議員会館など 
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